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昨年末の「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（以下「重点戦略」という。）のとりまとめを

受け、社会保障審議会少子化対策特別部会においては、本年３月より、６回に渡り、次世代

育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた議論を行い、今後の具体的な制度体系設

計の検討に向け、以下のとおり基本的考え方をとりまとめた。 
我が国の少子化の現状は猶予を許さないものであり、また、国民の高い関心もある。こうした

ことを念頭に、経済財政諮問会議や地方分権改革推進委員会などから様々な指摘が出され

ていることも踏まえながら、引き続き、税制改革の動向を踏まえつつ、必要な財源の手当を前

提として、以下の基本的考え方に基づき、速やかに議論を進めていく必要がある。その際、社

会保障国民会議においても関連する議論が行われており、連携を図りながら議論を進めていく

必要がある。 
 

１ 基本認識  

（１） 新制度体系が目指すもの 
（すべての子どもの健やかな育ちの支援） 
○ 次世代育成支援のための新たな制度体系（以下「新制度体系」という。）においては、

「すべての子どもの健やかな育ちの支援」という考えを基本におくことが重要である。 
 
（結婚・出産・子育てに対する国民の希望の実現） 
○ 重点戦略で示されたとおり、我が国においては、結婚・出産・子育てに対する国民の希

望と現実が大きく乖離している現状がある。この乖離を生み出している社会的要因を取り

除くことを通じ、国民の希望する結婚・出産・子育てが実現できる社会としていくことが求め

られている。 
 
（働き方の改革と子育て支援の社会的基盤の構築） 
○ また、人口減少下における持続的な経済発展の基盤としても、「若者や女性、高齢者の

労働市場参加の実現」と「国民の希望する結婚や出産・子育ての実現」の二点を同時達

成することが必要であり、就労と出産・子育ての二者択一構造を解決する必要がある。 
そのためには、「働き方の改革による仕事と生活の調和の実現」という考え方と、「親の

仕事と子育ての両立や家庭における子育てを支援する社会的基盤の構築」という考え方

の両面を基本におくことが必要である。 
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